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経済政策の手段（3・完）
小原久治
第4節経済政策の手段の効果
政策手段の投入はどのような効果をもたらせるのであろうか。このことは既
述のような政策目的の分類，体系化及び競合，さらに政策手段の分類，体系化
及び階序に基づいて検討することができるo
本節では，まず第1に，政策手段の効果分析の可能性の有無を探る。第2に，
政策手段の主要効果と副次効果を明らかにする。第3に，政策手段の目的適合
的副次効果と目的背反的副次効果を区別するo 第4に，政策手段の近接効果と
遠隔効果を区別するo 第5に，政策手段の集計効果に言及する。第6に，政策
手段の部分効果の存在に注視する。第7に，政策手段の効果の遅れに留意する。
1 政策手段の効果分析の可能性
政策手段を投入する場合あるいは投入した場合には，どのような効果がある
のであろうか。このことを経済政策論ないし一般経済政策の用語で表わせば，
(1) 政策目的の事情と政策手段投入の聞には，どのような関連と作用関係があ
るのか（目的整合性）， (2) どの政策手段が秩序政策のもとでその時々の経済
体系に対応するのか（体系整合性）， (3) 目的整合性と体系整合性に基づいて
どのような状況のもとで政策手段を投入するのか（状況整合性）， (4) 政策手
段の投入効果を診断するための方法的アプローチはあるのかということであるo
これらの整合性の概念を明確にし，方法的アプローチの長所と短所（問題点）
を明示することは政策手段の効果診断ないし効果分析にとって，ひいては科学
的経済政策（第1節参照）の分析にとって重要なことである。この意味で，政
策手段の効果診断ないし効果分析の可能性の有無について探る必要があるO
(1) 政策手段投入の目的整合性
目的整合性（Zielkonformit瓦t）とは，ある特定の政策目的を達成させるた
めに，政策手段あるいは政策手段群（政策手段の組合せ）をどのように選択し，
どのような作用の強度と幅で投入すべきであろうかという問題を検討する場合
の基準である208）。この問題は政策目的と政策手段の聞の原因と作用の関係が
あるのか否かを検討するものであるO
この検討の際に問題となるのは，固有の「目的・手段体系の分析」における
科学的経済政策の場合，目的論的考察における「因果・機能分析の逆Jを検討
するということであるO つまり，どのような政策手段で政策目的を達成させる
のかという政策目的の達成方法が問題となるO この問題は，オーム（H.Ohm) 
によれば，因果・機能分析の「逆の場合には，理論から始まる作用を政策目的
の設定の性格を仮定し，この作用の原因は政策手段になり，それを用いて設定
した政策目的を達成させるべきである。」209）そうであるとすれば，形式的にみ
る限り，政策手段の場合には，意図した成果が得られる諸要素に影響を及ぼし，
予想すべき諸作用に関連してのみ重要なものとなる。210）さらに，「政策手段が
政策目的の合理的な投入を意図した経済政策的視点のもとではし、かなる特徴も
なく，追求する政策目的の達成のために単なる手段価値を持つにすぎない。211）」
このような見方によれば，政策手段投入の方法と範囲，推定ないし予測する作
用の方向と強弱をいかに判断するのかが根本的に重要な問題となるO
経済政策の担い手が計画的にしかも合理的に政策手段を投入する場合には，
経済政策の担い手が因果理論的に基礎づけた政策手段と政策目的の関係を解
明し，つまり，ある特定の政策手段あるいは政策手段群が科学的事実及び事実
の相互関係に関する理論的認識に基づいて，政策目的を達成させるために根本
的に適合するか否かを知ることも重要である。212）それだけではなし、。現実の
経済の諸条件の状況に対応して政策手段を実際に投入すべきか否かを考えるこ
とも重要であるo この点について，オームは政策目的の達成のために投入する
政策手段の根本的な適合性を潜在的適合性（potentielleEigung）と名づけてい
る。213)
そのため，そのような作用分析の枠組みでは，政策手段の作用に依存する諸
条件の状況に関連する問題があるO この問題の解明には複雑な検討が必要であ
るが，ここではこの検討を割愛しているo
(2) 政策手段投入の体系整合性
政策手段の手段技術的適合性を問題視すれば，政策手段は「経済政策構想」
と一致するであろうか。それが問題であるo 例えば， トゥーフトフェルトは政
策手段の投入が体系整合的であるか否かという問題の事情を定めているo 体系
整合性（Systemkonformi t註t）とは， トゥーフトフェルトによれば， どのよう
な政策手段が経済政策の一般的な方向に関する価値づけた先述の視点のもとで
特定の問題を解決するために認めることを示したものである。214）その際，体系
整合性という概念は，この範轄の一般的な特徴として理解すべきであるO その
概念の質的な手段に適合する場合には，秩序整合性（Ordn ungskonf ormi t瓦t)
が問題であり，その概念を量的な手段に適用する場合には過程整合性（Froze-
Bkonformit註t）が問題である。
この体系整合性を含めた「整合性原則J(Konformi t邑tsprinzipi en）の概念
は各論者が規定してきた見解を吟味して理解することができるO
第 1次世界大戦後の時代に使われた干渉主義については，政策手段の作用様
式の範鴎が求められている。この範鴎215）では， ミー ゼス（L.von Mises）の論
文集（1929年）216）の議論に次いで， レプケ CW.Ropke）は1929年の論文で初め
て干渉主義Onterven tionism us）という考え方を創案し，「合理的な干渉の最
大化」217）を主張して，経済体系全般を拘束する干渉基準を打ち立てようとした。
その後， 1937年にレプケは市場整合的作用（marktkonformeEingriff en）を及
ぼす手段と市場非整合的作用（marktinkonformeEingriff en）を及ぼす手段
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の2区分を提示した。218）この2区分は後に多くの論者が引き継いでいる。レ
プケの議論は比較的広範な政策手段の分類と体系化の研究の出発点となったの
で，その意義は大きい。さらに， レプケは整合性原則を経済政策の作用の黄金
律として強調しているo
キュング（E.Kling）は1941年に市場経済「体系反応的作用」（systemangepa-
B teEingriff en）と市場経済「体系無反応的作用」（systemfremdeEingriffen) 
を区別し， 219）市場正当的作用（systemgerechte Eingriff en）と市場違反的作用
(systemwidrige Eingriffen）にも言及しているo
第2次世界対戦後の時代において，多くの論者は整合性原則ないし整合性基
準の新たな概念を求めて特定の実質的な概念規定を試みている。
新自由主義の風潮の中で，オイケン（W.Eucken）は「秩序による思惟」
(Denken in Ordnungen）を考察の中心に置いているので， オイケンは整合性
原則の概念規定の形成に実りある刺激を与えている。220)
シュタッケルベルク（H.von Stackelberg）は1949年に，キュングと同様に，
体系正当的に作用する手段と体系違反的に作用する手段を2区分した体系概念
を考えている。221）この概念規定の意義も大きt'oそれによって秩序関連性ある
いは体系関連性の基準は原則として非市場経済秩序にも適用できることになっ
たからである。222)
このような 2区分は前述のようにまず市場経済に対して適用されているo
ミュッラァ・アルマック（A.Mliller-Armack）はその2区分の中間分野ない
し中間層の存在意義を明示して，完全な市場整合的手段でもないし，完全な市
場非整合的でもない手段を明示している。223)
ヴェルナァ（J.Werner）は，イエールに倣って，市場経済過程の様々な誘導
の可能性に関する整合的手段群を市場メカニズムの策定，市場メカニズムの補
充，交換相手である政府，市場メカニズムの制限及び市場経済の成果の追加修
正の視点からまとめている。224)
これらの概念規定にはそれぞれ批判的な異論があるとしても，整合性原則な
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いし整合性基準の議論に対して価値のある貢献を成している。何よりもまず秩
序政策の領域と経過政策の領域の境が不明瞭であること，市場経済秩序の制約
などを取り払うことができるようになったからであるo
例えば，へンゼルCK.P. Hensel)は中央誘導体系の市場メカニズムと類似
した概念すなわち計画メカニズムを説き，市場整合性と類似した計画整合性
(Plankonformi tat）を導いている。225)
タールハイム CK.C. Thalheim）は1955年に整合性原則ないし整合性基準の
概念規定において決定的な一歩を踏み出している。タールハイムは体系反応的
作用と体系無反応的作用を対比させたキュングに倣って， 226）またへンゼルの詳
述を活用して，七つに分類した政策手段の作用を提示している。227）ター ルハイ
ムはまず体系必然的作用（systemnotwendigeEingfiffen）と体系破嬢的作用
(systemzerstδrende Eingriffen）に区分し，さらにその中間分野を得るために
体系促進的作用（system£δderndeEingriffen），体系適合的作用（systema-
d忌quateEingriffen），体系中立的作用（systemneutraleEingriffen），体系不
適合的作用（systeminadaquateEingriffen）の四つの分野の作用に区分してい
る〈これらの作用を及ぼす手段の概念は本稿第3節2'(1）参照）。この区分は，
体系適合性だけに基づいて判断するだけでなく，経済の支配的は秩序形態とや
はり一致するか否か，その形態を理解できるか否かを判断して区分したもので
ある。
このような整合性原則の概念の拡大を通じて次第にその概念は市場経済秩序
と中央誘導秩序体系に関連するものとなっているo この点に関して言えば，政
策手段が経済秩序における経済経過の秩序原則にどのように包摂されるのかと
いう問題が生じる。この問題は政策手段の選択に関する重要な問題である。そ
れだけに経済政策の担い手はその問題を過小評価してはならない。
この意味で，整合性に唯一の基準が定まれば，この整合性原則ないし整合性
基準は政策手段の投入で解決できる体系に影響を及ぼす効果を診断し，判断す
る基準となるであろう。この場合の政策手段の中で，体系促進的作用を及ぼす
????
手段をオームは体系改善的手段（diesystemverbessernde Mittel)と名づけて
いる。228）トゥーフトフェルトは整合性の段階を整合性の等級（Konformita-
tsgrade）と名づけ，タールハイムに倣って五つの政策手段に区分し，体系適
合的作用を及ぼす手段を体系改悪的手段（diesystemverschlechternde Mittel) 
と名づけている。229)
そのような整合性原則にはやはり体系中立的な整合性が含まれている。例え
ば，メーラァ（F.Mehler）によれば，体系中立的手段は経済体系の基本的な機
能様式における誘導メカニ支ムを目指さないものである。230）言い換えれば， そ
のように作用する手段を投入してその作用がなければ達成できない政策目的を
達成しようとする手段であるo
このような整合性原則ないし整合性基準の概念規定には限界があるo その概
念が市場経済秩序に関連している場合には，その概念規定は余りにも狭いと言
わざるを得ない。根本的には整合性原則ないし整合性基準は中央管理経済や組
織集団ないし結合の秩序形態への適用を見出すべきである。
整合性原則ないし整合性基準は市場経済秩序に適用されているが，それだけ
に適用しておれば良いというものではない。
(3) 政策手段投入の状況整合性
目的整合性と体系整合性は現実に関連した最適の政策手段を選択するための
必然的な基準であるが，政策手段を投入する際の様々な状況に整合した基準に
なるのか否かはわからない。それらの整合性が十分な条件を備えたものにする
ためには，政策手段投入の際に選択した手段は質的・量的に「状況整合的Jで
あるか否かを検討する必要があるo この検討はその選択した政策手段が経済的，
社会的，社会心理学的，法的，組織技術的，政治的，歴史的所与性と直面して
いるので，過去，現在，未来の視点から時間的・体系的に様々な情報を評価す
るために肝要なことであるO この意味で，ある特定の政策目的を達成させるた
めの政策手段の実際の適合性は特殊は適用状況を包括的な様式で最良に適合さ
? ?? ? ?
せるべきであるから，その時々の実際に存在する諸条件の状況を再検討すべき
であるo
状況整合性（Situa tionskonf ormi t益t）は目的整合性と体系整合性の上位概念
として把握できる基準であり，経済政策構想，合理的経済政策，経済法制など
の整合性としても把握できる基準である。231）状況整合性には，メーラァによれ
ば，政策手段の実現可能性の整合性（dieDurchsetzbarkeitskonformita t der 
Instrumente)232）の基準が含まれているo ゲフゲン（G.G益fgen）はギールシュ
(H. Giersch）に倣って，政策手段と所与の経済政策の計画全体との一致を構
想整合性の干渉基準（Interven tionskri terien der Konzeptionskonf ormi t五t)
と名づけ，政策手段と所与の経済法制との一致を法制整合性CVerfassungskon-
formit忌t）あるいは法律整合性（Gesetzeskonf ormi t誌のと名づけている。23)
政策手段の実現可能性の整合性は，特に技術的，心理学的，政治的及び制度
的な限界を認めるとしても，ある特定の政策手段あるいは政策手段の組合せが
政策目的を達成させるために，政策目的と政策手段が相互に両立するか否か，
有効であるか否か，またどの程度有効であるか否かを検討する場合の基準であ
る。234）この意味で，合理的経済政策の場合は，政策手段を作用係数で測定でき
る量的効率の基準を除いて，投入するものである。この作用係数によって実際
に発見する政策目的の量的変化とその時々に必要な政策手段のパラメーターの
変化の関係を表わすものである。
これらの整合性の基準と概念規定を通じて政策手段を最適に選択し，一致な
いし調和させるために，どうすれば良いのであろうか。メーラァによれば，
「該当する所策目的を考慮して，その政策目的から作用していくべき最大の集
計値ないし最小の集計値を作るべきであろう。つまり，政策手段は政策目的の
相互行動で選択されるので，その政策手段の限界効率が最大になるということ
であるo政策手段あるいは政策手段の組合せの最適の作用度ないし該当する政
策目的あるいは政策目的の組合せの最適句作用度が最大の集計値では，あるい
は最小の集計値では大抵の場合凌駕する点を見つけるであろう。」235）言い換え
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れば，「政策目的と政策手段の組合せで総効用を極大にする J236）点を求めるこ
とである。
このことは，デェルゲ（F.W.Dδrge）によれば，「その価値づけに当たって
行動の価値中立性という仮定は破られるには及ぱなし、。この課題を扱う者は政
策手段の判断つまり政策目的と政策手段の関係を検討する場合，科学的客観性
に専心しなければならなし」そのため，それに対応する分析は価値自由ではな
くて価値中立的である。」237）また，ギールシュの説明によれば，最大の政策目
的は最適副次条件で具体化させるべきであるということになる。つまり，「副
次条件をそのように確定すれば，最大の政策目的は独立した政策目的の相互関
係においてできるだけ最適に近づくことが成り立つことになる。」238)
しかし，そのような政策手段の選択は前提があればこそできることであるo
政策手段選択のために，政策手段変数の個々の干渉基準がその整合性の度合い
であらかじめ評価できるし，価値づけや測定が可能であるという前提がある。
239）この場合，政策手段の一致ないし調和は，例えば，政策手段が補完的であ
るか，相互に競合するか否かに関わるであろう。さらに，社会経済的現象，政
治的現象も，最後は政策手段の投入に関連するとして情報によって十分に変移
し，予見できないこともあるであろう。これらのことが前提となっているo
実際の場合には，どのような問題が生じるのであろうか。政策手段あるいは
政策手段の組合せの状況整合的な合目的性に関する問題は複雑多様であるo こ
のことから政策手段と政策目的の関係における競合状況の中にどのように内在
しているのかという若干の条件状況が明らかになるであろう0240）この場合政策
手段の最適投入原理を導くことができる。この企てでは，例えば，ギールシュ
は政策手段の投入段階の経過過程を（ i）診断から課題への段階，（益）課題設定
から経済政策の推薦への段階，（温）提案から成果抑制への段階の三つの段階に
おいて「診断から理論への道」を区別している。241）キルシェンと共著者は（ i ) 
調査，（首）分析，（温）政策手段の計画化， (iv）協議，（v）議会の論議，（vi）政
策手段の実行の6段階において経済政策の決定過程の経済政策活動を区別して
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いる。242）これらの区別のように，政策手段投入の際の状、況整合性についてはそ
の若干の問題領域を特定の視点に結び、つけて把握する必要がある。
(4) 政策手段投入の効果診断の方法的アプローチ
政策手段を正しく投入するためには，前提や特定の視点が必要であるが，政
策手段の特性，すなわち，目的整合性，目的適合性，体系整合性に加えて，状
況整合性を認識することが必要である。ただし，実銭的経済政策（第1節参照）
の実践的知識を活用する場合には，「ある政策手段の効果をどのように診断す
るのか」という問題に狭く設定すべきであるO なぜ適用した政策手段が意図し
た政策手段以外のものであるのか，あるいは作用しないのか，あるいはおそら
くまったく望ましくない副次効果やその他の効果をもたらせているのであろう
か。それを経験で知る必要がある。経験的に内容のあるもの，すなわち，検証
可能な仮設を設定する必要があるo そのために適用する政策手段はトゥーフト
フェルトが名づけた効果診断（Wirkungsprognosen）が活用されている。243)
大抵の政策手段は一般に問題に適合した「効果診断」がなされないまま投入
されている。質的政策の全領域では，通例質的政策の例として特定の企業形態
の場合，労働法の場合，経済法の透明性の保護の場合などの不満足な状況の改
善を前提としている。そのために，規範を改定し，新しい規範を取り入れてい
るo 経済政策の様々な決定が政治的に層を成して重なり，あるいは政党との利
害関係が強大であればあるほど，客観的な「目的整合性」の問題はますます綿
密になり，明澄になるo このことは質的政策の特性を表わさないので，経済理
論が包括的な仮説を苦心して作り出しても，その状況は量的政策の領域では改
善されていない。政策的な機会の熟考，政党の選択などの問題を扱うのは経済
政策の担い手が「効果診断」に基づいた仮説を瞬間的状況，大衆心理的効果な
どに関して組立てることであるo
この組立ての際に活用する方法的アプローチには，特に政策手段の効果分析
の場合には，原則として①歴史的経験に基づく遡及，②経済モデルに基づくア
? ??
?
?
プローチ，③計量経済モデルに基づくアプローチの三つの方法的アプローチが
ある。
これらのアプローチの認識価値にはかなりの相違がある。さらに，政策手段
の分類と体系化において伺われる政策手段そのものの性格や投入箇所や投入時
期などの差異からみて，それらの方法的アプローチには長所も短所もある。
① 歴史的経験に基づく遡及
このアプローチは効果診断の古典的方法である。ある特定の政策手段が常に
一度投入された場合，その政策手段が一義的に確定できれば，経験は効果とと
もに積まれていくことになる。しかし，歴史家が過去の経験で適用し，それに
対応してその時々の歴史的諸条件の状況を解消しようとする場合には，経済専
門家はその状況を評価して将来への効果に関する仮設を導こうとする。
このアプローチの大きな欠点は，歴史的時間の経過の間に生じた様々な限界
条件，例えば，構造変化，新技術，経済主体の反応様式，国内外の経済などの
変化に対応できないという点にあるO 歴史的経験が経済政策の歴史においても
ある特定の類似した構造的なマクロ経済（国民経済）においてもあり得る作用
の例として「評価の判断」に使えるにすぎない。
このような限界は歴史的経験のどこに欠点があるのかを示しているo
第一の例は， 1930年代の世界経済の危機は当時多くの国が導入した制限付き
景気政策にも起因して策定された経済政策の反応を表わしているo
第二の例は，極端な雇用政策の失敗にみられるo この失敗はひいてはインフ
レーションや国際収支の不均衡をもたらせた。この政策の副次効果を被る経験
がなかったからであろう。
② 経済モデ、ルに基づくアプローチ
量的政策の効果を検討する場合， 1930年代までは経済モデルが使われていた。
経済モデルでは，経済主体の目的設定には特定の仮定（利潤極大化，効用極大
化など），行動様式（合理的行動など），技術的関係（生産関係など）などが設
けられている。これらの仮定は論理的方向の条件だけを満たすようになってい
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る場合が多い。先ほどの効果診断は比較静学を用いて政策手段を投入するO 世
界経済の危機までは量的なミクロ政策手段を除いて，部分モデルが様々な分析
の基礎に使われていた。
このアプローチの特徴は経済諸量の相互依存関係，従って経済経過のその時々
の前後の段階を伴う関係を「他の事情が不変であれば」という条件で不変に保っ
ていることである。今日ではあらゆる量的なミクロ政策ではその部分分析が前
もってなされている。
ケインズ（J.M. Keynes）以来，経済モデルはマクロ政策手段の効果の検討
に優先的に適用されているO マクロ政策手段の決定的な役割をみれば，マクロ
経済モデルには格別重要な意味があるo この点にも仮定（例。政府支出，政府
収入，予算，信用創造などの乗数作用などの導出）を変更して（例。投資の利
子弾力性），分析の単純化がなされている。
経済モデルの大きな長所は，検討する量的政策の効果に関する「一般妥当的
な認識」を与えるという点にあるO さらに，抽象化の程度を小さくするために，
その認識は徐々に現実に近づけることができるO 経済モデ、ルは論理的には正し
くても，時間と空間に依存しているので，現実に達することは決してできない。
さらにまた，「他の事情が不変であれば」という仮定は副次効果，遠隔効果
及び集計効果の洞察を妨げる。経済主体の目的設定と行動様式の仮定は仮象の
正確さを巧みに見せかけているo それは政策手段の投入には常にモデ、ルに整合
的な方法があることと関連しているからである。
そのため，経済モデルからの効果診断は客観性を検討する場合の枠組みを改
善するとき，批判的考察を加えることができるO
③ 計量経済モデルに基づくアフ。ローチ
経済モデ、ルから計量経済モデ、ルへ発展しているO 経済モデルにおいて原則と
して変数の値が任意に選ばれ，論理的な不変性を必要とする場合には，経験的
で静学的な性格がある。経済モデルの範囲に依拠して， トゥーフトフェルトは
慣例的に「単一の方程式アプローチ」と「多数の方程式アプローチ」に大別し
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ている。244)
(i) 単一の方程式アプローチ
このアフ。ローチでは，回帰方程式を用いて比較的単純な相互依存関係を検討
する。 1930年代以来，多数の生産物に対して静学的な需要関数と供給関数を用
いているo この検討方法の目的は本質的には市場研究に置かれている。静学的
な固定価格（例。公共料金など）の変化の効果を診断するために，今日では一
般にこのアプローチが活用されている。二つの経済量の聞に一義的な関係があ
るのは量的なマクロ政策の領域では慣例的なことであるo
このアプローチが最も有効な場合には良い近似値を得ることができるo 枠組
み条件は方程式の数量的測定と政策手段投入の聞の時系列では変更する必要は
なし、。個々の関数を方程式体系から除去することも不必要である。その際，変
更前の評価に基づいた効果診断を問題視する場合があるo このアプローチには
一義的な静学的均衡の可能性，すなわち，因果関係は保証されていない。
（剖多数の方程式アプローチ
単一の方程式アプローチの問題点は多数の方程式アフ。ローチを適用して回避
できる。このアプローチとその変種は今日ではあらゆる計画経済モデルに適用
され，マクロ経済（国民経済）あるいはその一部が独立した一つの体系で表わ
されている。方程式体系は撹乱要因の導入，時間要素，タイム・ラグ（時の遅
れ）を考慮すれば，動学的体系となる。経済理論の重要な仮設を用いて数学モ
デルが特定化されているので，そのモデルは静学的に評価で、きるo あらゆるパ
ラメーターには数値があるので，諸変数聞の様々な関係は多様な形式で表わす
ことができる。
その点の本質的な改善は可能であろうか。それは計量経済学で展開されてい
る集計技術によれば可能である。この集計技術は多数のモデソレ経過の聞に入っ
てくる個々のパラメーターの諸変化の様々な効果を検討することができる。
計量経済モデルを用いた効果分析では，量的政策を改善できるという大きな
期待がある。245）この期待はこれまで満たされていなし、。それは，一方では異常
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に大きな労力の消耗にあり，他方では計量経済学に基づいた効果診断が原則と
して歴史的状況の量的回顧つまり計量的な歴史だけを表わしているからである。
経済モデルは一般妥当的な認識に比較的高い抽象度を与えるものであるo これ
に対して，計量経済モデルは歴史的構造的に条件づけた， しかも相対的な結果
をもたらせるものである。しかし，その結果の評価の仕方には問題がある。こ
の問題点を無視すれば，将来の計量経済的効果の検討はますます重要になって
くるO
2 政策手段の主要効果と副次効果
ある特定の政策目的を達成させるために，その政策目的に政策手段をいかに
適合させるのかが問題となる。この問題は，（1) 政策手段の望ましい主要効果
と望ましくない副次効果の分析の重要性を認識すること，（2) 政策手段の主要
効果と副次効果の関係を特定の前提のもとで明らかにすること，（3) 政策手段
の主要効果と副次効果における作用関係を経済的視点から確かめることの三つ
の視点から検討する必要があるo
(1) 政策手段の望ましい主要効果と望ましくない副次効果の分析の重要性
望ましい「主要効果」と結果的に生じた望ましくない「副次効果」は，政策
手段の「目的整合性」の判断に重要なことであるo この望ましくない副次効果
の存在を認識して分析することこそ重要であるo
イエール（W.A. Jδhr）は達成させるべき「ある特定の政策目的に適合した，
つまりその政策目的のために選択したあるいは推挙した政策手段の効果を『主
要効果』（Hauptwirkungen）と言い表わし，この主要効果をその視点から『副
次効果』（Nebenwirkungen）とみなす他のすべての効果と区別するo そのため，
副次効果の特徴は本来問題視した政策目的には重要ではなくて，他の社会の価
値設定には利益であっても損失であっても重要であるという点にある。」246)
政策手段の主要効果と副次効果は政策手段の整合度に依存するo また，望ま
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しい主要効果に関して，その副次効果がある場合（これを正と名づける。），そ
の副次効果がない場合（これを負と名づける。），あるいは効果の有無がわから
ない場合（これを中立と名づける。）がある。副次効果が正の場合と中立の
場合は考察されていない。今日では副次効果の負の場合あるいはトゥーフト
フェルトが指摘しているように望ましくない副次効果（unerwli nsch te Ne ben-
wirkungen）に関心が持たれている。247）この効果は通常ある政策手段が余りに
も強く整合される場合に発現するo経済政策は大抵の場合通常望ましくない副
次効果を予測しないで決定されている。第2次世界大戦以前には国家（政府）
の民間部門への干渉が比較的小さかったからであろう。
価値判断論争（別稿を参照）の枠内では，政策手段の副次効果の分析は政策
手段の科学的分析の場合に付随した分析であって中心的な分析で、はなかった。
しかし，その分析問題を政策目的と政策手段の関係から考察する場合には，必
然的に副次効果の範鴫を注視すべきであるとミュルダール（G.Myrdal)は提
議した。248）その後，副次効果の分析問題は政策手段の政策目的への適合性が変
わらないという前提に基づいていると常にみなされていた。この点はヴァーゲ
マン（E.Wagemann），オイレンブー ルク｛F.Eulenburg），キュング（E.Kling) 
のほか，特にイエール（W.A. Jδhr）が指摘していることである。249)
イエールはすでに1947年に政策手段の整合問題の一般的な定式化を提唱した。
イエールは「経済政策問題の具体的な判断」について言及し，次のように記述
しているo 「望ましくない副次効果は主要目的をより良く達成すればするほど
ますます大きな重要性を持っているo それどころか，主要自的を余すところな
く徹底的に達成する場合には，その利益よりも副次効果から生じる不利益の方
がはるかに上回るという事態すら稀ではなし、。（中略）。例えば，反独占政策は
厚生における利益が干渉の負担と多数の企業の安定性の減少をもたらせるであ
ろう。（中略）。経済政策には内的限界と外的限界があるo前者は，選択した政
策手段が主要効果の領域のみならず副次効果の領域でももたらせる利益は副
次効果の不利益を最大に上回る境界である。この経済政策の最高点（wirt-
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schaf tspoli tis ch er Optimal punkt）を『超過利益逓減の限界』（dieSchwelle 
des abnehmendeh Nutzenli berschusses）と名づけることができる。主要目的
のその以上の超過分を逓減させなければならないからであるO この最適点と政
策手段の利益と不利益がちょうど等しくなるゼロ点（wirtschaftspolitischer 
Nullpunkt）を区別できる。このゼロ点を『超過損失の限界』（dieSchwelle 
des Schadenli berschusses）と名づけたい。多くの政策目的を追求する場合，
特に徹底的な経済政策という理想を目指す人々はそのような超過損失の境界を
見落としてしまう場合が多い。」250)
このイエールの古典的な設定をトゥーフトフェル卜は利益単位と損失単位の
数的測定を仮定して補完している。トゥーフトフェルトはそれらの単位は相殺
するものと仮定し，この問題を次のモデルで、説明している。251)
α＝α（i) (1) 
b=b(i) (2) 
N＝ゆ（α） (3) 
S＝ゆ（b) (4) 
Q=N-S (5) 
記号の約束。 αは政策手段の主要効果の範囲， bは政策手段の副次効果の範
囲， Nは政策手段の主要効果の利益水準， Sは政策手段の副次効果の損失水準，
Qは経済政策の成果の範囲である。
このモデルは5個の式と 6個の変数から成り立つが， もう一つの式は経済政
策の成果Qを政策手段iの整合度に依存する式を導いて得ることができる。 (1)
式と（2）式は経済の機能の仕方を表わしているo例えば， αを雇用水準， bを物
価水準， iを政府支出とすれば， (1)式は雇用水準が政府支出に依存し，（2）式は
物価水準の上昇と関連することを意味する。両者の関連はマクロ経済モデ、Jレか
ら導いた形式で示すことができるO (3）式と（4）式の場合には，これらの式を評価
する関数が必要である。雇用水準がどのような利益を（1）式で測れるか，またど
のような損失を（2）式で測れるかを表わすからであるo この意味で，それらの関
?? ?
数は経済政策の担い手の選好度を反映している。（5）式は経済政策の成果を表わ
す定義式である。利益と損失を仮定するので，政策手段の主要効果の利益水準
と政策手段の副次効果の損失は相殺されている。
このモデノレから経済政策の成果の範囲Qと政策手段iの関係も導くことがで
きる。（1）式と（2）式を（3）式ないし（4）式へ代入すれば，
N＝φ｛α（i)} (6) 
S＝φ｛b(i)} (7) 
が得られる。（5）式と（6）式はそれぞれ一つの価値判断に伴う利益関数，損失関数
を意味するとともに，「政策目的と政策手段の関係」を表わしている。
(6）式と（7）式を（5）式へ代入すれば，求める関数として
φ｛α（i）｝一φ｛b(i)} (8) 
得られるo この関数を
Q = N(i) -S(i) (9) 
と書き換えれば，この関数は経済政策の成果Qが政策手段iの整合度に依存す
ることを意味するo
その極大化の必要条件は
dQ dN dS 
di di di v' 
であるo この十分条件は
dN dS 
di di 
(10) 
d2 Q 
E；γ ＜o 
???? ?
?
（
であるO
極大化条件。。は求める経済政策の最適なものを表わしているo つまり，（10）式
は政策手段がその経済政策の限界効用がかなり大きいときには最適に整合され
ることを意味するo この結論はトゥーフトフェルトに従って次のように説明で
きる。政府支出の増大による利益逓増が政府支出に伴う物価水準の上昇などの
損失よりも大きいときには，経済政策の総体的な結論は費用を増大させるが，
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dN ~ dS 
政府支出の限界利益一一それに伴つ限界損失ーーとちょうど等しいときにdi di 
は，費用の増大はみられないということである。
(2) 政策手段の主要効果と副次効果の関係
政策手段の投入度すなわち政策手段の整合度に依存する政策手段の予想すべ
き主要効果と副次効果が既知である場合には，最適の整合度は部分効果の極大
化に関して決定されるとトゥーフトフェルトは考える。252）政策手段の整合度が
増大する場合，この政策手段の主要効果と副次効果の関係はトゥーフトフェル
卜に従って図4-7で説明できるo
この図の横軸には政策手段の整合度の単位iを取り，縦軸には政策手段の主
要効果の利益単位N，政策手段の副次効果の損失単位Sを取る。政策手段の主
要効果を示すN(i）曲線は効用関数の形状を示し，その形状は政策手段の次
第に強くなる整合化とともに初めは急に，後には常にゆっくりと逓増するであ
ろう。これに対して，政策手段の副次効果を示すS(i）曲線は政策手段の整合
度に依存し，その形状はある特定のタイム・ラグに起因して初めはゆるやかに，
後には常に急増するであろう。
選択して投入した政策手段の最大の効果は， t 2のとき，すなわち，二つの
効果を示す利益曲線と損失曲線の間隔が最大になるときに得られるO このこと
はイエールの意味の経済政策の最適点において，言い換えれば，二つの曲線の
勾配が同じであるとき，すなわち，整合度がらのときに実現するO i 1からら
までの比較的弱い整合度では，またらから i3までの比較的強い整合度では，
いずれも投入した政策手段の効果は最適ではない。
このことをトゥーフトフェルトは政策手段の主要効果と副次効果の関係を4
局面に分けた整合度で説明している（図4一7)o 253) 
第1局面。現実の経済では，政策手段は特定の最小の整合化を示すので，一
般に利益が現われてくる。政策手段の整合度は政策手段の主要効果の刺激の限
界点とみなすべきであるo その整合度は少なくとも i1に達すれば，「絶対的な
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下位整合化」（AbsoluteUnterdosierung）の状態にあることになるO
図4-7 政策手段の主要効果と副次効果の関係
N,S 
0 , '・ 
』ー～一~、『箇－ー
絶対的な 相対的な
下位笠合化下位技合化
S(i) 
N(i) 
J___・i
－一一－ーー相対的な 絶対的な
上位繋合化上位繋合化
資料： Tuchtfeldt,E., Bausteine zur theorie der Wirtschaftspolitik, 
2. Aufl., Bern 1987, S. 356 （トゥー フトフェルト， E.『経済政
策論の礎石』第2版，ベルン， 1987年， 356頁）．
（注） i 1は政策手段の主要効果の刺激の境界点である。
i 2は政策手段の望ましくない副次効果の始点である。
i 3は経済政策の最適点である。
i 4は政策手段の利益と不利益がちょうど等しくなるゼロ点である。
第2局面。刺激効果が逓増する場合，利益はまず急増するo 政策手段の望ま
しくない副次効果に基づく損失はまだ現われていない。 その損失は整合度i2 
から始まるO 政策手段はある特定の整合度の場合において経済主体の適法行動，
後には違法の異なった行動があると考えれば， i lとi2の範囲では， 政策手段
の「相対的な下位整合化」（RelativeUnterdosierung）の状態が存在する。第
2局面では，政策手段の限界利益と限界損失がちょうど等しいとき，すなわち，
総利益と総損失の間隔が最大であるとき，経済政策の最適点i3に達する。
第3局面。経済の最適点らよりも上位の範囲では， 政策手段の利益は損失
- 18 ( 18）一
よりも整合度はゆるやかにさらに逓増していくであろう。それぞれの整合化の
単位の逓増は政策手段の総利益と総損失の差を縮小させるように作用するであ
ろう。この効果が強くなればなるほど，横軸の t3からますます遠ざかってい
くことになるo この第3局面はイエールの意味の政策手段の利益と不利益がちょ
うど等しくなるゼロ点九に達する。 t3とt4の聞の刺激の効果はすべて「相
対的な上位整合化」（RelativeUberdosierung）の状態にあるo
第4局面。政策手段の整合度がさらに増大すれば，すなわち， t 4を越えれ
ば，結果は否定的になるO この場合は「絶対的な上位整合化」（AbsoluteUber-
dosierung）の状態であるO
これらの4局面の区分は，政策目的と政策手段の重要な関係があり，従って
一般に政策手段投入の際に検討すべき重要な関係があることを表わしている。
(3) 政策手段の主要効果と副次効果における作用関係
政策手段の効果診断ないし効果分析において無視できない重要事項があるO
それはその前提条件が政策手段の「望ましい効果の方向」と「事後的な効果の
方向」をできるだけ確定させるという事項である。このことは，投入した政
策手段を評価する際に「副次効果」を導入すべきであるということと同義であ
る。254)
ピュッツはある特定の政策目的を達成させるために投入する政策手段がその
政策目的に及ぼす効果を「主要効果」と定義し，「望ましいものであろうとな
かろうと，期待されたものであろうとなかろうと，他の政策目的変数に及ぼす
効果を『副次効果』と名づけて」， 255）政策手段の望ましい主要効果と望ましく
ない副次効果の関係を図解している。図4-8には， 3個の政策手段変数， 6 
個の内生変数及び政策目的の期間のタイム・ラクoを持つ 3個の変数がある。こ
の図は政策目的と政策手段の関係における作用の相互関係とその「作用方向」
(Wirkungsrichtungen）を矢線で示したものであるO
まず最初に， ピュッツは政策手段変数（例。政府支出，公共部門と民間部門
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の賃金）が民間部門の生産も利潤も前期の固定資本財も内生変数の実際の値に
影響を与えることを考慮している。二つの政策変数だけが直接図4-8の政策
目的変数に作用することを示しているo つまり，公共部門の賃金は消費需要に
作用し，政府支出は民間部門の生産に作用する。これに対して，民間部門の企
業に課税する法人税などの変更は民間部門の投資需要に直接影響を及ぼさず，
利潤を低下させるので，利潤に影響を及ぼすものであるo
個々の政策手段がそれに対応する政策目的に及ぼす効果は政策手段の組合せ
図4-8 政策手段の主要効果と副次効果における作用関係
民間部門の
前期の生産 開訴1省 易圏雲皇室自期
資料：表4-3と同じ， S.178；邦訳書， 228頁。
によって縮小するであろう。消費需要は公共部門の賃金と民間部門の賃金に基
づく購買力の結果として生じて，民間部門の前期の生産に影響を及ぼすもので
ある。民間部門の生産は政府支出，消費需要，民間部門の投資需要で決まる。
その投資需要は前期の固定資本財と民間部門の賃金から生じる。
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これらの個々の効果は経験的な状況分析から整合できることであるo法人税
などの企業部門への課税の変更は，例えば，予想利潤が意思決定の際の決定的
な要素である場合に限り，企業の投資決定態度ないし投資決意を変えさせるで
あろう。ただし，このことは前期の固定資本財が十分に調達されないときに該
当する場合であるにすぎない。
これに反して，生産能力の過剰があれば，減税は比較的少ない新投資需要を
生み出すであろう。実需を生産能力か下回れば，利潤の制約を通じて投資需要
を縮小させるためには，増税が必要となるであろう。
政策手段の投入で政策手段の部分効果も発現する場合があるo この部分効果
が経験的な状況分析から発現する場合には，その政策手段の副次効果は他の政
策目的を評価する必要がある。副次効果は複雑な経済体系における投資変数や
目的変数の大抵の狭い組合せの成果として発現するものである。256）それぞれ
の経済政策の作用は直接本源的に他の政策手段を階序している政策目的の状態
にも影響を及ぼす効果があるo さらに，副次効果は分析すべき時系列に依存し
ている。景気循環効果は短期に現われるのに対して，構造効果は長期的視点か
ら重要であるということである。副次効果の量は景気循環における政策手段の
出発点に伴って増大するが，その程度は比例的に同じ尺度で小さくなるoその
ため，政策手段の効果分析は通常展望可能な時期の範囲内で政策目的に該当す
る効果に限られている。
図4-8では，公共部門の賃金政策と政府支出政策は直接消費需要と生産に
のみ影響を与えるが，間接的には民間部門の賃金と予想販売量などに影響を与
えるという経済的作用の関係がある。
以上のように，政策手段の投入に際しては，望ましい主要効果と望ましくな
い副次効果の存在に注視するとともに，それらの効果の関係とそれに基づく作
用関係を明らかにすることができる。
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3 政策手段の目的適合的副次効果と目的背反的副次効果
政策手段の副次効果については，政策手段の目的適合的副次効果と目的背反
的副次効果があることをピュッツが指摘しているo ピュッツは「ある特定の政
策目的変数の現実値と追求する値の軍離が縮小あるいは拡大する場合， この政
策目的変数に対する政策手段の効果は目的適合的あるいは目的背反的と名づけ
るo政策手段が政策目的に及ぼす効果は，一定の時間を経過してようやく現わ
れてくるよりも先に，政策手段投入時の政策目的変数の値が他の諸要因の作用
で変化してしまう事態もあり得る。このような事態を政策目的変数の動向予測
を通じてあらかじめ考慮に入れて置かなければならなし、。」257）それが政策手段
を目的適合的にさせるために必要なことであるO
ピュッツが例示したマクロ経済の仮定と作用方向は次のことである。
国（政府）の財及びサービスに対する需要は雇用水準に影響を与える政策手
段とみなし，雇用水準は産出高で決まるものとするo 物価水準は安定している
が，失業が存在するものとするo
このような仮定のもとで，政策手段の投入は次の作用方向で目的適合的副次
効果を及ぼすであろう。失業が存在するので，完全雇用が経済政策の目的であ
るo失業は総需要の増大によって減少させることができる。国家の需要増大が
総需要の増大をもたらせるのはそれに対応した発券銀行による貨幣創出や市中
銀行による信用創造がある場合である。短期的には，生産要素の存在量が所与
であり，その効率いかんによって最大可能な算出量が規定あるいは制限される。
この生産要素の投入量，従って雇用水準の程度は総需要の大きさによって決ま
るので，遊休生産要素の活用で産出量を増大できる場合には，国家の需要増大
は物価水準を上昇させずに，すなわち，貨幣価値の安定に及ぼす「目的背反的
副次効果がなくても」（ohnezielkontrδre Nebenwirkungen)258），雇用拡大効
果をもたらせているO 言い換えれば，国家の需要増大という政策手段の投入は
物価水準の安定すなわち貨幣価値の安定という目的整合的副次効果をもたらせ
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ながら雇用拡大効果をもたらせているo
国家の需要つまり国家の支出追加によって総需要が産出量の上限を越えて増
大すれば，物価水準は上昇するであろう。物価水準の上昇が引き起こす負の作
用を回避するためには，総需要の増大を長期的に可能な生産諸要素の増大とそ
れらの効率の上昇の限界内に抑える必要があるo 言い換えれば，国家の支出は
完全雇用水準に対応ところまでしか増加させないであろう。しかし，国家の追
加需要の種類や構成の一部が，すなわち，特定の生産部門で生産能力を越える
ことがある場合には，完全雇用水準に達する以前でも，国家支出の追加がイン
フレーション的な副次効果をもたらせる恐れがある。259)
政策手段の目的背反的副次効果については， ピュッツは次の例を挙げて説明
している。この例は現代の発券銀行政策の一つの特別の問題点を浮き彫りにす
るものである。経済状況として物価水準の上昇傾向を伴った好況期が続き，国
際収支は均衡しており，外国との通貨と資本の交流には何らの制限措置も採ら
れていないものと仮定するo その上で，景気の安定及び貨幣価値の安定を政策
目的として量的金融政策手段である公定歩合を引上げる場合に，各国の金利差
がかなり大幅なものであれば，公定歩合の引上げは外貨を流入させ，外貨の流
入は国際収支を黒字にさせ，銀行流動性を高め，従って間接的に総需要を増大
させ，物価水準を引上げる作用をもたらせる可能性がある。260）つまり， この総
需要の増大と物価水準の上昇は公定歩合の引上げ（政策手段の投入）が目的と
した景気の安定や貨幣価値の安定とは背反する副次効果の表われであるo
4 政策手段の近接効果と遠隔効果
政策手段の近接効果は確かに考慮されるが，遠隔効果は無視されるという問
題があるo例えば，ある日の資本輸出は必ずその国に再び償還される（近接効
果。 Nahwirkung）が，その際国内経済，特に雇用に及ぼす影響についての問
題（遠隔効果）は未解決である。261) ( 〕内の記入は筆者。
経済政策の担い手は政治的に配慮して政策手段の主要効果ができるだけ早く
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発現し，あるいは議会の選択や決定以前に時系列に現われる政策手段を選好
する傾向がある。そのため，遠隔効果（Fernwirkungen）が発現することにな
る。262)
一般に，遠隔効果は歴史的経験へ回顧する場合にも発現するo 実践的経済政
策の遠隔効果が以前からなされていなくても，経済モデルの効果診断ないし効
果分析はこの遠隔効果を他の事情が不変である限りという仮定を設けて除外し
ているo 「個々の政策手段の影響は経済の空間的時間的にかけ離れた諸要素に
まで広がる」263）わけである。
ティンベルへン（J. Tin bergen）やクレー レ（W.Krelle）は計量経済モデル264)
を用いた効果診断ないし効果分析においてある特定の政策手段（例。価格統制，
数量統制）の遠隔効果を見えるようにしているo
政策手段の近接効果（Nahwirkungen）については，例えば，投入産出分析
を用いて，費用構成を変える諸要素（例。賃金増加，エネルギ一価格の上昇，
輸出価格や輸入価格の上昇など）の刺激によって遠隔効果とともに解き明かす
ことができる。
5 政策手段の集計効果
政策手段の投入には集計効果も考慮すべきであるO 実際にはそれぞれの新し
い政策手段にはそれ以前に投入した政策手段の様々な成果が現われて当然であ
るO 政策手段の主要効果と副次効果，近接効果と遠隔効果に空間的独立性を表
わす客観的独立性がある場合には，時間的独立性が問題となるのは集計効果
(Summa tionswirkungen）である。265)
モルゲンシュテルン（0.Morgenstern）は経済政策の集計効果の問題を議
論し，経済政策の事実融合原則（Prinzipder faktischen Verschmelzung der 
W irtschaf tspoli tik）と名づけている266）。集計効果の結果として，マクロ経済
はある特定の反応状態を表わしている。
オイケン，キュング， ピュッツ， トゥーフトフェ jレト，シュトライト（M.
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Streit）などは政策手段投入論を展開している267）が，量的政策もその他の場合
を考慮していない。
6 政策手段の部分効果
政策手段の部分効果もある。この効果を測定するためには，ケルナァに従っ
て次の四つの経済諸量に注目すべきである 0258) 
① 政策手段変数の値の変化から生じる投資費用（一致ないし調和）。
② 政策手段を投入しないとき発現する関係諸量の仮説的な政策目的の達成。
③ 政策手段の影響を受けて発現する経済諸量の事後的な政策目的の達成。
④ 目的規範から生じる経済諸量の望ましい政策目的の達成。
ケルナァは政策手段の単純な部分効果の発現度を経済諸量の事後的変化を示
す産出量と政策手段の投入を示す投入量の関係であると定義して， 269）次のよう
に考えているo
投入量は政策手段変数の値の変化。 Yiで表わし，産出量は事後的状況と仮
説的状況の事離で決まるものとする（図5-8のBC）。
βァ
政策手段の単純な部分効果度一一」ーは，望ましい政策目的の達成が的確に。Yi
設定した目的規範がないので，一義的に表わせない場合に検討すべきであるO
このようにして，同一方向に作用する政策手段は少なくともその実際の導出に
ついて判断することができる。一つの目的規範があるとき，政策手段投入時の
経済諸量の事後的変化は事後的な政策目的の達成と望ましい政策目的の達成を
比較して測定することができる。
ケルナァは政策目的の部分的達成度を事後的に生じた関係諸量の状態の変化
。fiと目的規範で固定した望ましい状態の変化az iとの差 （BD-BCないし
BD-BC'）であると定義している。270)
政策手段の投入による政策目的の達成度は，その状態がθfi-azi=O 
のとき，最大となる。その状態が正か負のときは，すなわち，事後的に生じた
状態の変化が余りにも小さいか，余りにも大きいかのどちらかのときは，その
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達成度が不十分な状態であることを示している。
この正か負のときには，政策目的は達成しない。ケルナァは政策手段の効果
度と政策目的の達成度を組み合わせて，政策手段の投入による政策目的の部分
的達成度の一般的な効果の尺度φを
φ 8z*i-8z1 
θy i 
で定義している 0271) 
このように，政策手段の投入による政策目的の達成度の測定は，重要な経済
諸量を経験的に的確に検討する場合には，最も単純に行うことができるO 関係
Z,Z・
。
図4-9 政策手段の部分効果の測定と一般的な効果の尺度
t1 
／ 
／ 
／ 
~ C 目的規範に対応する進展
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資料： Kδrner.H., Theoretische Grundlagen der Wirtschaf tspolitik, 
Kδln 1977, S. 81 （ケルナァ， H.『経済政策の理論的基礎』ケ
ルン， 1977年， 81頁）．
（注） BCないしBC' は事後的に生じた状態の変化である。
(BD-BC）ないし （BD-BC'）は事後的に生じた目的
規範の状態の変化であるo
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諸量に基づく仮説的な政策目的の達成（図4-9のAB）はその事後的な政策
目的の達成（この図のAC）が事前的にあるいは事後的に測られ， 目的規範に
対応した政策目的の達成（この図のAD）が確定する過去から外挿できれば，
その効果は検討できることになる。
7 政策手段の効果の選れ
政策手段を投入する前からこの政策手段の予想効果が既知である場合には，
この予想効果は他の政策目的を達成させるための政策手段の予想効果と比較で
きる。この方法によれば，政策手段の整合化の際には事前に政策手段の予想効
果を考慮するので，その予想効果の序列ができる。272）このような比較可能な
微調整は事前にありとあらゆる重要な要素の詳細な経験的情報が得られる場合
や政策手段の効果が実現していく時系列がすでに決まっている場合に限り，可
能である。根本的には，政策手段の副次効果が小さければ小さいほど，また政
策目的と政策手段の関係が不明確であり，政策手段の発現効果が不確実であれ
ばあるほど，時系列はますます短くなるO この時系列を短期間で取る場合には，
通常構造効果も社会政策的効果も除外するo そのため，事前に政策手段投入後
の最適計算をすることは極めて難しい。
その微調整にはさらに本質的な前提があるO それは制度的・行動条件的・政
治的・経済的制約及びある特定の政策手段の投入とその整合化と結び、ついてい
る「効果の遅れ」に注視するということである。273）このような政策手段の効
果の遅れは経済政策が具体的な問題状態で重要な経済的社会的枠組み条件に結
びついた典型的な成果であるとケルナァは考え，その効果の遅れには内的な効
果の遅れ CinterneWirkungsverzδgerungen）と外的な効果の遅れ（externe
Wirkungszδgerungen）があることを提示している。274)
内的な効果の遅れとは，経済政策決定過程と経済政策を実施する際の制度的
でしかも行動的な性格の諸要素によって生じる遅れであるo この遅れには，政
策手段の作用のために，あるいは補整のために設定した政策手段の撹乱の発現
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とそのような政策手段の投入期間が含まれている。この遅れは情報の遅れ，決
定の遅れ，行動の遅れなどに起因している。
これに対して，外的な効果の遅れとは経済体系の構造と投入した政策手段の
効果の種類から生じる遅れである。この遅れには政策手段の投入とその効果発
現の聞に存在する期間が含まれている。この遅れは即効効果と長期効果に起因
している。275)
この即効効果と長期効果の区別は，政策手段の効果が分配ラグの形式で発現
する効果の遅れには適合しているが，時間の経過に比例して区別できないもの
である。政策手段の効果が急速に増大する期間である。この期間は残余効果が
ゆっくりと確実に発現する最終経過期間から分離した期間である。
即効効果は本源的には経済政策が狙っている効果である。ある特定の政策手
段の作用の間接的成果を上げるために注視すべき期間は，最初の強い効果の発
現とその作用の聞の期間だけであるo この期間内で多数の政策手段の作用が相
互に急速にありとあらゆる即効効果を生み出せば，最終経過期間は重なる。そ
れに従って現実の撹乱には政策手段の長期効果も考慮する必要がある。政策手
段が現実の経済体系と経済政策に合致する場合には，政策手段の作用度は増大
するであろうが，他方では長期的には不安定な効果をもたらせるであろう。
外的な効果の遅れの精確な形式と構造についてはまだ考察されていない。例
えば，財政政策の外的な効果の遅れは短く，金融政策の外的な効果の遅れは長
いと言われているが，この見方は明白ではない。財政政策の外的な遅れは政府
支出政策だけを若干の確かさで予知できるようになっているし，金融政策のそ
れも近年は短くなっているからである。
政策手段の効果の遅れはその時々の経済状況の一般的な評価と政策手段の相
互作用にも依存しているO 例えば，好況期には企業者マインドが楽観的になっ
ているため，好況期には景気後退期の拡大作用が働く場合よりもかえって遅れ
が生じて多大の期間を要するo そのため，金融政策だけが弱く作用するので，
企業者をはじめ個々の経済主体には実際に意図した支出超過が生じる傾向があ
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る。景気後退期の財政政策にはさらに時間不足が生じる。
以上のことだけからみても，政策手段の外的な効果の遅れの分析は個々の政
策手段あるいは政策手段群の効果が確認ないし予測できる場合には，できるだ
け的確なしかも重要な因果関係も明確にしておくべきであるO
第5節経済政策の手段の問題点
政策手段を投入する場合の少なくとも六つの問題点を指摘する。
第 1の問題点は，政策手段の投入が適法性か違法性かということである。実
際に投入する政策手段は大抵の場合妥当な法律形態で表わすべきである。この
法律形態は経済政策の担い手と多数の政策手段に対応して多種多様であるo こ
の問題点に関して，ギールシュ（H.Giersch）はその相互関係において憲法
の範囲内の法律，法的権能に基づく法令，行政行為，民法上や商法上の契約，
公共部門と民間部門の聞の法律行為などに言及している。276）この言及の一つ
の問題点は適法性の問題である。
第2の問題点は，政策手段の選択と投入に関してまだまだ行政機関の未熟を
指摘せざるを得ないということであるO そのため，多数の政策手段は経済状態
や景況に対して適切なタイミングをはずれて， しかも大抵の場合遅れて投入さ
れ，完全に投入することはできなし」行政機関が強大であればあるほど，直接
的な管理統制がますます必要になってくる。
第3の問題点は，政策手段の投入費を過小に見積もるのか，課題に見積もる
のかということから，経費超過が生じるということである。277）この問題点は
何よりもまずインフラ投資にみられるし，補助金の支出などにみられるo
第4の問題点は，政策手段投入の際には時間不足が生じるということである。
例えば， ミュックル（J.W. Mlickl)とパウムガルテン（P.Baumgarten）の
共同研究調査によれば278），政府支出には様々な「政策ラグ」279）を意味するタ
イム・ラグ（時の遅れ）のあることがわかる。
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景気を活気づける投資は，景況がすでに改善されてきている場合や好況をも
たらせるために寄与する場合には，有効な政策手段の投入となる。
第5の問題点は，政策手段投入の際には，必ず反対があるということである。
多数の経済的動機から，例えば，経済関連諸制度の改正，新税の税種と税源の
決定，租税徴収方法の改正，金融引締め政策のときの資本調達などであろうと，
また非経済的動機から，政策手段の投入には反対があるからである。
第6の問題点は，何らかの重要な経済的副次効果を見過ごすことが往々にし
てあるということである。280）例えば，資本輸出は不況期に遊休貯蓄の一部を
経済循環の中に維持できるが，その景気刺激効果のあること（副次効果）は長
い間多くの国々において考慮されていなかったことが該当するo
逆に，コンビューターやシミュレーションによって余りにも多くの副次効果
を検討しすぎる可能性もあるということであるo 「一つの政策手段の影響は経
済における空間的及び時間的に極めて遠い諸要素にまで及ぶので，副次効果の
数は無限大であると言っても過言ではないであろう。（中略）。いくつかの最も
重要な副次効果の算定に限定しなければならなし、。そのためには，国家的目的，
社会政策的目的という視点から副次効果を判断し，政策手段が及ぼす影響のう
ちで政策目的に照らして重要でないものや不確実と思われるもののありとあら
ゆる影響を除外する必要がある。」281)
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